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１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨て）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 16,452 △ 4.6 541 - 234 -
13年 9月中間期 17,241 12.6 △ 218 - △ 437 -
14年 3月期 33,055 241 121

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 131 - 2.76
13年 9月中間期 △ 459 - △ 9.61
14年 3月期 98 2.07
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期    47,801,177 株   13年 9月中間期    47,817,000 株   14年 3月期    47,814,296 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 9月中間期 0.00 －
13年 9月中間期 0.00 －
14年 3月期 － 0.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 34,826 6,208 17.8 129.91
13年 9月中間期 38,127 5,519 14.5 115.43
14年 3月期 34,874 6,085 17.4 127.28
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期     　47,793,940 株　13年 9月中間期     　47,816,117 株　14年 3月期     　47,808,272 株

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期         　23,060 株　13年 9月中間期            　883 株　14年 3月期          　8,728 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 30,000 0 0 0.00 0.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   0 円 00 銭 

（注）上記の予想は本資料の発表時現在において、入手可能な情報に基づき作成したものであります。

　　　実際の業績は、今後の様々な要因によって予想値と異なる結果となる可能性があります。なお、上記の予想の前提条件その他の

　　　関連する事項につきましては、添付資料4頁をご参照下さい。
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比 較 貸 借 対 照 表            

（単位：百万円未満切捨）
当中間会計期間
平成 14年 9月 30日現在

前事業年度      
平成 14年 3月 31日現在

前中間会計期間
平成 13年 9月 30日現在期 別   

科 目   金 額    構成比 金 額    

対事業年度
増 減   金 額    構成比

% % %

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 21,055 60.5 20,842 59.8 212 24,152 63.3

現 金 及 び 預 金 1,583 1,538 44 1,564

受 取 手 形 621 1,550 △ 928 2,893

売 掛 金 10,897 8,983 1,914 10,462

有 価 証 券 17 － 17 4

た な 卸 資 産 7,283 8,199 △ 916 8,589

繰 延 税 金 資 産 314 181 133 177

子 会 社 貸 付 金 257 279 △ 22 370

そ の 他 89 121 △ 31 102

貸 倒 引 当 金 （ △ ） △ 10 △ 12 2 △ 13

固 定 資 産 13,771 39.5 14,031 40.2 △ 260 13,974 36.7

有 形 固 定 資 産 12,726 36.5 13,083 37.5 △ 356 13,187 34.6

建 物 及 び 構 築 物 1,979 2,048 △ 68 2,124

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 4,387 4,529 △ 142 4,629

土 地 5,933 5,933 － 5,933

建 設 仮 勘 定 73 229 △ 156 190

そ の 他 354 343 10 309

無 形 固 定 資 産 33 0.1 15 0.0 18 16 0.1

投 資 等 1,010 2.9 932 2.7 78 771 2.0

投 資 有 価 証 券 188 221 △ 33 202

子 会 社 株 式 301 301 － 171

繰 延 税 金 資 産 244 99 144 106

そ の 他 301 334 △ 33 313

貸 倒 引 当 金 （ △ ） △ 25 △ 25 0 △ 23

資 産 合 計 34,826 100.0 34,874 100.0 △ 47 38,127 100.0
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（単位：百万円未満切捨）
当中間会計期間
平成 14年 9月 30日現在

前事業年度      
平成 14年 3月 31日現在

前中間会計期間
平成 13年 9月 30日現在期 別   

科 目   金 額    構成比 金 額    構成比

対事業年度
増 減   金 額    構成比

% % %

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 16,021 46.0 16,026 46.0 △ 4 19,680 51.6

支 払 手 形 1,171 1,810 △ 639 3,337

買 掛 金 4,288 3,866 422 4,544

短 期 借 入 金 8,410 8,439 △ 28 10,254

未 払 金 1,055 865 189 887

未 払 法 人 税 等 308 9 298 4

賞 与 引 当 金 400 400 － 400

そ の 他 386 634 △ 247 251

固 定 負 債 12,596 36.2 12,763 36.6 △ 167 12,926 33.9

長 期 借 入 金 9,064 9,566 △ 501 9,691

土地再評価に係る繰延税金負債 2,222 2,222 － 2,222

退 職 給 付 引 当 金 911 568 342 599

そ の 他 398 405 △ 7 413

負 債 合 計 28,617 82.2 28,789 82.6 △ 171 32,607 85.5

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 2,390 6.9 2,390 6.9 － 2,390 6.3

資 本 剰 余 金 803 2.3 803 2.3 － 803 2.1

利 益 剰 余 金 △ 129 △ 0.4 △ 261 △ 0.8 131 △ 820 △ 2.2

中間（当期）未処理損失 129 261 131 820
（ 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

又 は 純 損 失（△）) ( 131 ) ( 98 ) ( 32 ) (△ 459 )

土地再評価差額金 3,184 9.1 3,184  9.1 － 3,184 8.4

その他有価証券評価差額金 △ 37 △ 0.1 △ 31 △ 0.1 △ 6 △ 39 △ 0.1

自 己 株 式 △ 2 △ 0.0 △ 0 △ 0.0 △ 1 △ 0 △ 0.0

資 本 合 計 6,208 17.8 6,085 17.4 123 5,519 14.5

負 債 及 び 資 本 合 計 34,826 100.0 34,874 100.0 △ 47 38,127 100.0
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比 較 損 益 計 算 書            

（単位：百万円未満切捨）
当中間会計期間

自  平成14年4月  1日          
至  平成14年9月30日          

前中間会計期間
自  平成13年4月  1日          
至  平成13年9月30日          

前事業年度
自  平成13年4月  1日          
至  平成14年3月31日          

期 別   
科 目   

金 額    比 率 金 額    比 率

対前年中間期
増 減   

金 額    比 率

% % %

売 上 高 16,452 100.0 17,241 100.0 △ 788 33,055 100.0

売 上 原 価 14,920 90.7 16,210 94.0 △ 1,289 30,452 92.1

売 上 総 利 益 1,531 9.3 1,030 6.0 501 2,603 7.9

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 990 6.0 1,249 7.3 △ 259 2,361 7.2

営業利益又は営業損失(△) 541 3.3 △ 218 △ 1.3 760 241 0.7

営 業 外 収 益 39 0.2 83 0.5 △ 43 359 1.1

受 取 利 息 及 び 配 当 金 8 15 △ 7 27

そ の 他 の 営 業 外 収 益 31 67 △ 35 331

営 業 外 費 用 347 2.1 302 1.7 44 479 1.4

支 払 利 息 188 195 △ 6 391

そ の 他 の 営 業 外 費 用 158 106 51 88

経常利益又は経常損失（△） 234 1.4 △ 437 △ 2.5 671 121  0.4

特 別 利 益 0 0.0 0 0.0 △ 0 0 0.0

固 定 資 産 売 却 益 0 － 0 0

そ の 他 の 特 別 利 益 － 0 △ 0 0

特 別 損 失 69 0.4 57 0.4 12 54 0.2

固 定 資 産 廃 棄 損 11 3 7 5

役 員 退 職 金 52 30 22 30

投 資 有 価 証 券 評 価 損 4 14 △ 9 13

そ の 他 の 特 別 損 失 － 7 △ 7 4

税引前中間（当期）純利益
又は純損失（△） 166 1.0 △ 493 △ 2.9 659 68 0.2

法人税、住民税及び事業税 308 1.9 4 0.0 303 9 0.0

法 人 税 等 調 整 額 △ 273 △ 1.7 △ 38 △ 0.2 △ 235 △ 40 △ 0.1

中間（当期）純利益又は純損失（△） 131 0.8 △ 459 △ 2.7 591 98 0.3

前 期 繰 越 損 失 261 360 98 360

中間（当期）未処理損失 129 820 690 261
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入
法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
（2）たな卸資産

製 品       工 作 機 械     個別法による原価法
機 器     総平均法による原価法

半製品、原材料、貯蔵品 総平均法による原価法
仕 掛 品       工 作 機 械     個別法による原価法

機 器     総平均法による原価法
２．固定資産の減価償却方法

有形固定資産 定率法（ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属を
除く）については定額法）。なお、取得価額 10万円以上 20万円未満の
資産については、3年間で均等償却しております。

無形固定資産 定額法によっております。
３．引当金の計上の方法

貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込み額を計上しております。

賞与引当金 従業員賞与の支払に充てるため、会社基準（支払予定額）による要支給
額を引当てております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込み額に基づき、当中間期末において発生していると認
められる額を計上しております。なお、会計基準変更時差異については
15年による按分額を費用処理しております。また、過去勤務債務につい
ては 15年による定額法により処理し、数理計算上の差異については 15年
による定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理することと
しております。

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。

５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ及び金利スワップの特例処理
ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 長期借入金
ヘッジ方針 長期運転資金の金利を固定化するためのものであります。
ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始から有効性判定時点までの期間におけるヘッジ対象及びヘ

ッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計額等を基礎
として判断しております。

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の処理方法 税抜き方式によっております。

（ 追 加 情 報 ）          
　　自己株式及び法定準備金会計

当中間会計期間より「企業会計基準第１号　自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（平
成 14年 2月 21日　企業会計基準委員会）を適用しております。この変更に伴う当中間会計期間の損益に
与える影響はありません。

　　中間貸借対照表
中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の資本の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成しております。また、前中間会計期間及び前事業年度につきまして
も、この変更に伴い組替えて掲記しております。
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注 記 事 項            

１．貸借対照表に関する事項
  当中間会計期間   前中間会計期間 　　 前事業年度

（１）有形固定資産減価償却累計額               21,318百万円 20,336百万円 20,960百万円
（２）担 保 に 供 し て い る 資 産               9,327百万円 9,784百万円 9,546百万円
（３）受 取 手 形 割 引 高               849百万円 1,261百万円 2,649百万円
（４）保 証 債 務               423百万円 394百万円 452百万円

（ う ち 外 貨 分         ） （1,800千米ﾄﾞﾙ） （1,800千米ﾄﾞﾙ） （1,800千米ﾄﾞﾙ）
  
２．損益計算書に関する事項

  当中間会計期間   前中間会計期間 　　 前事業年度
普 通 減 価 償 却 実 施 額               591百万円 596百万円 1,253百万円

３．リース取引に関する事項
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額
  当中間会計期間   前中間会計期間 　　 前事業年度

取 得 価 額 相 当 額           機 械 装 置      455百万円 451百万円 451百万円
工具器具備品 347百万円 575百万円 499百万円
そ の 他      20百万円 28百万円 23百万円

計 823百万円 1,054百万円 973百万円

減価償却累計額相当額           機 械 装 置      191百万円 126百万円 158百万円
工具器具備品 207百万円 365百万円 318百万円
そ の 他      16百万円 19百万円 17百万円

計 416百万円 510百万円 495百万円

中間期末（期末）残高相当額 機 械 装 置      264百万円 324百万円 292百万円
工具器具備品 139百万円 209百万円 180百万円
そ の 他      3百万円 8百万円 6百万円

計 407百万円 543百万円 478百万円
なお、上記取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期
末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっております。

（２）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額
  当中間会計期間   前中間会計期間 　　 前事業年度

１ 年 以 内     131百万円 167百万円 148百万円
１ 年 超     276百万円 376百万円 330百万円
合 計     407百万円 543百万円 478百万円

なお、上記未経過リース料中間期末（期末）残高相当額の算定は、未経過リース料中間期末（期末）
残高が有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっており
ます。

（３）支払リース料、減価償却費相当額
  当中間会計期間   前中間会計期間 　　 前事業年度

支 払 リ ー ス 料               81百万円 90百万円 180百万円
減 価 償 却 費 相 当 額               81百万円 90百万円 180百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。



決算発表参考資料決算発表参考資料決算発表参考資料決算発表参考資料
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（（（（ 個個個個 別別別別 ）））） 平成14年11月21日
（６２１８）エンシュウ株式会社

業績と通期の予想
　経営成績及び主な指標

（金額単位：百万円）
平成11年9月中間期 平成12年9月中間期 平成13年9月中間期 平成14年9月中間期 平成15年3月期
（132中間期） （133中間期） （134中間期） （135中間期） （135期予想）

売 上 高 16,758 15,313 17,241 16,452 30,000
（対前年中間期（前期）比） (△5.8%) (△8.6%) (12.6%) (△4.6%) (△9.2%)
営 業 損 益 336 196 △218 541 540
（対前年中間期（前期）比） (△48.6%) (△41.6%) (  -  ) (  -  ) (124.1%)
経 常 損 益 35 7 △437 234 0
（対前年中間期（前期）比） (△94.3%) (△78.4%) (  -  ) (  -  ) (  -  )
中 間（当期）純損益 △59 73 △459 131 0
（対前年中間期（前期）比） (  -  ) (  -  ) (  -  ) (  -  ) (  -  )

１株当り中間（当期）純損益（円） △1.24 1.53 △9.61 2.76 0.00

株主資本利益率（％） △1.9 2.2 △8.0 2.1 0.0

総資本経常利益率（％） 0.1 0.0 △1.2 0.7 0.0

売上高経常利益率（％） 0.2 0.0 △2.5 1.4 0.0

総 資 産 額 28,060 29,458 38,127 34,826 －

株 主 資 本 3,135 3,354 5,519 6,208 6,085

株 主資本比率（％） 11.2 11.4 14.5 17.8 －

１株当り株主資本（円） 65.58 70.16 115.43 129.91 127.28

株 価 収 益 率 （ 倍 ） － 120.26 － 39.49 －

配 当 金 無　配 無　配 無　配 無　配 無　配

従 業 員 数 937 869 855 815 －

（＊）参考　中間期過去最高額
売　上　高 昭和56年9月中間期 25,048 百万円
営業 利益 〃 1,333 　 〃
経常 利益 〃 1,264 　 〃
中間純利益 昭和55年9月中間期 792 　 〃

期 別


